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成瀬ダム建設事業再評価の経緯 

平成29年 東北地方整備局事業評価監視委員会において、本結果を報告 

【平成24年度 東北地方整備局事業評価監視委員会（第4回）】 

平成24年11月  成瀬ダム建設事業  事業再評価 

【第7回 雄物川水系河川整備学識者懇談会】 

平成26年11月 成瀬ダム建設事業  事業再評価 

<今回> 
 【第11回 雄物川水系河川整備学識者懇談会】 

平成29年 1月 成瀬ダム建設事業 事業再評価 

【平成22年度 東北地方整備局事業評価監視委員会（第1回）】 

平成22年 7月 成瀬ダム建設事業  事業再評価 

※「雄物川水系河川整備計画」の変更 及び 「成瀬ダムの建設に関する基本計画」の変更、本体工事着手など  
  社会経済情勢の急激な変化により再評価の実施の必要性が生じたことから、再評価を実施するもの。 

2年 

2年 

※ 「雄物川水系河川整備計画」の策定（平成26年11月28日策定）に向けた再評価の実施 

※ 「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施細目」 に基づく再評価の実施 

2年 

※ 「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」 に基づく5年毎の再評価の実施 

再評価 
５年ごと 

再評価 
３年ごと 

H22.4.1 

2 



＜成瀬ダム貯水池容量配分図＞ 
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１.事業の概要 

＜ダム諸元＞    ※朱書きは計画変更を予定している箇所 

ダム流域面積：68.1km2  

ダム型式：ロックフィルダム→台形CSGダム 

事業費：約1,530億円  

工期：平成36年度 

ダム高： 113.5m→114.5m  

総貯水容量：78,500千m3 

＜成瀬ダム位置図＞ 

（1）成瀬ダム建設事業について 

成瀬ダムは、秋田県雄勝郡東成瀬村（雄物川水系成瀬川）において事業中の治水・利水などの目的を持った多目的ダムです。 

成瀬ダム完成イメージ 

（台形CSGダム） 

流水の正常な機能の維持 

かんがい 

水 道 
発 電 

▽ サーチャージ水位 EL 527 . 8 m 

▽ 常時満水位 EL 518 . 6 m 

堆砂容量 3 , 500 千 m ３ 

26,500 千 m ３ 

28,300 千 m ３ 

1,200 千 m ３ 

(56,000 千 m ３ ) 

▽ 最低水位 EL 465 . 30 m 

利水容量 56 , 000 千 m ３ 

基礎標高 EL 421 . 0 m 

洪水調節容量 19 , 000 千 m ３ 

有効貯水 

容量 

75 , 000 
千 m ３ 

総貯水容量 

78 , 500 
千 m ３ 

堤頂 EL 532.5m . 5 m 534 → EL 

→ 418.0m EL 

予算執行状況：約457億円（税込）   

（平成28年度末までの執行額（見込み）） 

 

事業費（1,530億円）に対する 

 平成28年度末時点の進捗率（見込み） 29.9% 

成瀬ダム 

椿川 

凡　例

河川（大臣管理区間）
河川（大臣管理区間以外）
基準地点
ダム（完　成：大臣管理）
ダム（事業中：大臣管理）
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１.事業の概要 

流水の正常な機能の維持： 
下流の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進を図る。 

かんがい： 
皆瀬川、成瀬川及び雄物川沿岸の約10,050ヘクタールの農地に対するかんがい用水の補給を行う。 

水道： 
湯沢市、横手市、大仙市に対し、新たに1日最大13,164立方メートルの水道用水の取水を可能とする。 

発電： 
成瀬ダムの建設に伴って新設される成瀬発電所（仮称）において、最大出力5,800キロワット※の発電を行う。 

（2）成瀬ダム建設事業の目的 

   洪水調節： 
   成瀬ダムの建設される地点における計画高水流量毎秒460立方メートルのうち、毎秒410立方メートルの洪

水調節を行う。 

※計画変更計画変更を予定している箇所 

  変更前 3,900キロワット 
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１.事業の概要 

昭和58年 4月 実施計画調査開始（秋田県）

平成 3年 4月 国直轄事業に移行

平成 9年 4月 建設事業に着手

平成13年 5月 基本計画官報告示（H13.5.29：国土交通省第887号）事業費：1,530億円 工期：平成29年

平成13年 10月 下流工事用道路工事に着手

平成14年 5月 ダム指定（H14.5.7：政令第165号）

平成15年 3月 用地補償基準妥結

平成17年 3月 国道342号付替工事に着手

平成20年 1月 「雄物川水系河川整備基本方針」策定（H20.1.28）

平成21年 3月 仮排水トンネル工事に着手

平成21年 12月 下流工事用道路完成（供用開始）

平成22年 9月 ダム事業の検証に係わる検討について国土交通大臣指示

「成瀬ダム建設事業の関係地方公共団体からなる検討の場」設置（H22.11.17）

H22.11.17からH24.11.20まで5回の「検討の場」を開催

平成24年 4月 付替国道342号一次供用区間開通

平成24年 8月 仮排水トンネル工事完成

平成25年 1月 ダム検証に係る対応方針決定（継続） （H25.1.25）

平成26年 3月 基本計画（第1回変更）告示（H26.3.12：国土交通省第304号）事業費：1,530億円　工期：平成36年

平成26年 4月 成瀬ダム工事事務所 設置

平成26年 11月 「雄物川水系河川整備計画」策定（H26.11.28）

平成22年 11月



●昭和47年7月洪水 

＜過去の洪水被害実績＞ 
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●昭和62年8月洪水 

●平成19年9月洪水 

浸水状況（大仙市 刈和野地区）  浸水状況（大仙市 刈和野地区）  

浸水状況（大仙市 福部羅地内）  

●平成23年6月洪水 

雄
物
川 

●昭和22年7月洪水 

浸水状況（横手市 大雄地区）  

浸水状況（大仙市 刈和野地区）  

洪水生起年月 気象状況 

基準地点椿川 

被害状況※ 
流域平均 

2 日雨量

(mm) 

ピーク流量 

(実績流量※) 

(m3/s) 

明治 27 年 8 月 前線の停滞 － ― 
死者・行方不明者 334 名、流失・全壊戸数

1594 戸、浸水 18,947 戸 (2) 

明治 43 年 9 月 前線の停滞 206 － 
流失・全壊戸数 6 戸、 (2) 

床上浸水 5,247 戸、床下浸水 2,770 戸 

昭和 19 年 7 月 前線の停滞 222 ― 
死者 11 名、流失・全壊戸数 19 戸、 (2) 

浸水家屋 7,279 戸 

昭和 22 年 7 月 前線の停滞 238 ― 
死者 11 名、流失・全壊戸数 308 戸、 (2) 

床上浸水 13,102 戸、床下浸水 12,259 戸 

昭和 22 年 8 月 前線の停滞 158 ― 
死者 7 名、流失･全壊戸数 113 戸 (2) 

床上浸水 4,335 戸、床下浸水 7,631 戸 

昭和 30 年 6 月 前線の停滞 156 3,811 

死者・行方不明者 8 名、 (2) 

流失・全壊戸数 23 戸 

床上浸水 11,522 戸、床下浸水 21,067 戸 

昭和 40 年 7 月 前線の停滞 126 2,807 
流失・全壊戸数 9 戸、 (1) 

床上浸水 2,885 戸、床下浸水 10,162 戸 

昭和 41 年 7 月 前線の停滞 132 2,218 床上浸水 255 戸、床下浸水 1,181 戸 (1) 

昭和 44 年 7 月 前線の停滞 142 2,485 床上浸水 158 戸、床下浸水 2,147 戸 (1) 

昭和 47 年 7 年 前線の停滞 182 3,298 
流失・全壊戸数 4 戸、 (3) 

床上浸水 1,465 戸、床下浸水 3,439 戸 

昭和 54 年 8 月 前線の停滞 135 2,693 
流失・全壊戸数 1 戸、 

床上浸水 77 戸、床下浸水 1,001 戸 (1) 

昭和 56 年 8 月 台風 15 号 126 2,283 床上浸水 2 戸、床下浸水 9 戸 (1) 

昭和 62 年 8 月 前線の停滞 157 3,258 床上浸水 534 戸、床下浸水 1,040 戸 (1) 

平成 14 年 8 月 前線の停滞 126 2,303 床上浸水 159 戸、床下浸水 351 戸 (3) 

平成 19 年 9 月 前線の停滞 157 3,121 床上浸水 35 戸、床下浸水 238 戸 (1) 

平成 23 年 6 月 前線の停滞 168 3,463 
全壊戸数 1 戸、 

床上浸水 120 戸、床下浸水 325 戸 (1) 

 【出典】（1）秋田県消防防災課調べ、（2）秋田県災害年表、（3）水害統計から記載 

※被害状況：死者・行方不明者、流失・全壊戸数には土砂災害を含む場合が有る（昭和30年代以前は内訳不明。 

平成23年の全壊戸数1戸は土砂災害による）床上浸水戸数、床下浸水戸数には内水によるものを含む 

※実績流量：観測水位からHQ式を用いて算定 

 

福部羅橋 
刈和野橋 

浸水状況（横手市 増田地区）  

２.事業の必要性 

雄
物
川 

雄物川 

• 雄物川流域では、昭和22年7月に過去最大の洪水が発生し、流域平地部の60
％が氾濫域となり、戦後の混乱期と相まってその被害は甚大なものとなりました。 

・人々の記憶に新しい洪水では昭和62年8月や平成23年6月に大仙市で家屋や
主要生活道路が冠水するなど、中流部の無堤部に被害が集中しました。 

（1）過去の洪水被害実績 



＜過去の渇水被害実績＞ 

• 平成6年、平成24年の渇水は、渇水期間が長く、平成6年は上流部
で上水道の減圧給水や時間給水を実施しました。平成24年には玉川
ダムの貯水率が過去最低まで低下しました。 

渇水被害の実績 

【出典】秋田県消防防災年報、各市町村聞き取りによる 

※当資料内においては、渇水被害位置を明確にする観点から、平成13年以前は旧市町村名で表記 
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枯渇する皆瀬ダム（平成6年8月：湯沢市） 

●平成6年8月渇水 

川底の露出が広がった皆瀬川 

（平成6年8月：横手市、湯沢市） 

給水活動状況 

（平成6年8月19日：大仙市） 

岩崎橋地点の状況 

（平成24年8月：横手市、湯沢市) 

●平成24年渇水 

枯れた水田 

（平成6年8月2日：横手市平鹿町） 

２.事業の必要性 

●平成27年渇水 

岩崎橋地点の状況 

（平成27年8月：横手市、湯沢市) 

渇水年 主な渇水被害の概要 

昭和 48

年 

・ 秋田県内で干ばつが発生。 
・ このため、稲作 34,042ha、畑作 14,849ha、果樹 3,944ha、養殖魚等に、合わせて 28 億

7,703 万円の被害がでた。 

昭和 53

年 

・ 上流域を中心とした湯沢
ゆ ざ わ

市、大森
おおもり

町 13 市町村(18 水道)では、7 月上旬から 8 月中旬ま 

で高温と日照が続き、渇水による断水や減水が発生し、県内では計 11 億 2,771 万円余
りの被害がでた。 

昭和 59
年 

・ 上流域の湯沢市、横手市、大森町では、7 月下旬から 8 月上旬まで異常高温と日照りが
続き河川流量の減少。 

・ 利水者に渇水情報を流し、節水を呼びかける。 

昭和60年 
・ 上流域の湯沢市、横手市では、8 月から 9 月まで異常高温と日照りが続き、河川流量が

減少。 
・ 利水者に渇水情報を流し、節水を呼びかける。 

平成元年 

・ 秋田県内の農業用水が不足して、水田の亀裂、水稲の葉先萎縮等が 54 市町村で発生し、
8,855ha に 20 億 3,110 万 9 千円の被害がでた。 

・ また、上流部の湯沢市や横手市、大森町等、14 市町村で水道の給水制度を実施。水不足
による水産被害は、6 市町村で 274 万 7 千円となった。 

平成 6 年 

・ 上流域の横手市及び湯沢市上水道で、渇水による水不足のため減圧給水を実施。(横手
市 30%、湯沢市 15%） 

・ 秋田県内の水田で約 29,000ha が水不足。その中心が、平鹿
ひ ら か

・雄勝
お が ち

地区であった。 
・ 一カ月近くに渡り番水を実施。また、配水・地下水ポンプの購入、運転、井戸の掘削と

多大な経費と労力を費やした。 

平成11年 

・ 中流域の南外
なんがい

村をはじめとする川沿いの 3 町 1 村、150 世帯に給水車による給水を実

施。 

・ 湯沢頭首工をはじめとする川沿いの 9 頭首工で番水を実施。約 13,500ha(12,400 人)に

影響を与えた。 

平成12年 
・ 中流域の南外村、西仙北町、大森町で 6 月下旬から 7 月下旬、8 月始めから 9 月始めに

かけて、給水車による給水を実施した。 

平成13年 
・ 中流域の南外村、西仙北町で 5 月下旬から 6 月中旬にかけて、給水車による給水を実

施。 

平成18年 ・ 横手市等で 8 月初旬に番水を実施した。 

平成19年 
・ 横手市等で 8 月初旬～中旬にかけて番水を実施すると共に、地区内全域に「節水のお願

い」についてチラシを回覧した。 

平成23年 
・ 湯沢統合堰をはじめとする川沿いの地区で番水を実施。最も番水が長期に及んだ地区で

は、7 月中旬から 8 月中旬にかけて実施した。 

平成24年 

・ 玉川発電所では、玉川ダム貯水位の低下に伴い 92 日間の発電停止。 

・ 成瀬頭首工ならびに皆瀬頭首工がかりのかんがい地区では、地区末端までの用水の確保

が困難となり、水田の地割れ等が生じ、地下水取水による対応や用水路間の流量調整、

番水等が実施された。 

平成27年 

・かんがいのための取水は、許可取水量に対して、上流部は約 4～6 割程度にとどまり、湯

沢市山田地区では約 74 日間で番水制を実施。（計 5 地区で番水制を実施） 

・さらに番水制のみならず、各土地改良区では、各農家に対し渇水状況説明のうえで、節

水を呼びかけ、取水量の節水（5％～20％）に協力。 

 

（2）過去の渇水被害実績 



＜流水の正常な機能の維持＞ 

・ 雄物川の流水の正常な機能を維持するために必要な流量（正常流量）は、皆瀬川・岩崎橋地点において概ね2.8m3/sとしています。 
・ 10年に1回程度起こりうる渇水時においても、建設する成瀬ダムから必要な水量を補給することにより正常流量を確保し、河川環境の保全や 
    安定的な水利用を図ります。 

岩崎橋地点における渇水流量 経年変化図 

8 岩崎橋地点（渇水時） 

平成   6年 8月 

２.事業の必要性 

平成27年データは速報値 

（3）流水の正常な機能の維持 

岩崎橋地点（平常時） 

平成 ６年 7月 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0
昭
和

5
8
年

昭
和

5
9
年

昭
和

6
0
年

昭
和

6
1
年

昭
和

6
2
年

昭
和

6
3
年

平
成

1
年

平
成

2
年

平
成

3
年

平
成

4
年

平
成

5
年

平
成

6
年

平
成

7
年

平
成

8
年

平
成

9
年

平
成

1
0
年

平
成

1
1
年

平
成

1
2
年

平
成

1
3
年

平
成

1
4
年

平
成

1
5
年

平
成

1
6
年

平
成

1
7
年

平
成

1
8
年

平
成

1
9
年

平
成

2
0
年

平
成

2
1
年

平
成

2
2
年

平
成

2
3
年

平
成

2
4
年

平
成

2
5
年

平
成

2
6
年

平
成

2
7
年

渇
水
流
量
（

m
3
/
s）

正常流量 2.8m3/s

皆瀬川：岩崎橋（流域面積547km2）



125 123 121 119
115

109
102

70 69 69 68 66 63 60

32 32 
33 34 33 

32 32 

0

5

10

15

20

25

30

35

0

20

40

60

80

100

120

140

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

秋
田
市
人
口
（
万
人
）

人
口
（
万
人
）

人口【秋田県全体】 人口【雄物川流域内市町村】 人口【秋田市】

＜地域開発の状況（事業に係わる地域の人口、資産等の変化）＞ 
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２.事業の必要性 
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＜秋田県と雄物川流域内市町村人口の推移＞ 

 ・ 秋田県の人口は近年減少傾向にあり、雄物川流域内市町村の人口も減少傾向にある。また、秋田市の人口も平成17年国勢調査以降は減少に転じています。 
 ・ 秋田県全体の米収穫量、稲作の作付面積は全国3位を誇り、そのうち雄物川流域の稲作作付面積は秋田県の約半分を占めています。 
 ・ 秋田県は人口に占める農家人口比率について、全国第1位となっており、雄物川流域市町村でも17.8％と高い割合を示す等、雄物川は農業との関わりの深い 
   河川です。 

（出典）国勢調査 

出典：平成27年産水陸稲の収穫量（農林水産省） 
平成27年産水稲市町村別収穫量（秋田県） 

出典： 
平成28年版 あきた 
100の指標（秋田県） 

出典：平成27年度 農林水産関係県別データ(農林水産省) 
   平成27年産水稲市町村別収穫量（秋田県） 

（4）地域開発の状況（事業に係わる地域の人口、資産等の変化） 

※H27は速報値 

＜稲作の作付面積＞ 

＜農家人口率＞ 

（ 49. 2％） 



＜関連事業との整合（かんがい、水道、発電）＞ 
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２.事業の必要性 

かんがい用水： 
皆瀬川、成瀬川及び雄物川沿川の約10,050ヘクタールの農地に対するかんがい用水の補給を行います。 
農林水産省の「国営平鹿平野農業水利事業」は平成25年度に事業完了しています。 
 
水道： 
湯沢市、横手市、大仙市に対し、新たに1日最大13,164立方メートルの水道用水の取水を可能とします。 
水道用水として参画している湯沢市、横手市及び大仙市から、ダム検証時の利水者照会以降、事業の参画内容変更の 
申し出はなく現計画に変更はありません。 
各事業の平成27年度末時点の進捗率及び事業再評価の実施年度は以下のとおりです。 
 湯沢市 上水道事業 進捗率 25.3%     H26.2事業再評価実施 
 横手市 上水道事業 進捗率 34.7%     H26.3事業再評価実施 
 大仙市 上水道事業 進捗率 97.0%     H26.3事業再評価実施 
 
発電： 
成瀬ダムの建設に伴って新設される成瀬発電所（仮称）において、最大出力5,800キロワットの発電を行います。 
発電として参画している秋田県より、平成28年8月に発電計画の変更申請がなされています。 
今後も成瀬ダム建設事業の進捗に合わせて事業を推進し、平成36年度に完成を予定しています。 

（5）関連事業との整合（かんがい、水道、発電） 

かんがい 水道 
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３.ダム計画の変更（案）の内容 

（1）ダム計画の変更（案）の概要 

また、発電事業者である秋田県より平成28年8月に発電計画の変更申請がなされました。 

成瀬ダムのダム型式を改めて検討した結果、台形ＣＳＧダム型式にした方が、現計画のロック
フィルダム型式より効率的にダムを築造できることが判明したため、ダム型式を変更するもの
です。 

変更（案）の概要 

・堤   高：１１３．５ｍ → １１４．５ｍ 

・ダム型式 ：ロックフィルダム→台形CSGダム型式 

・発   電：取水量及び最大出力を変更 

         使用水量 ４．８m3／s  → ８．０m3／s 

         発生電力 ３，９００kW   → ５，８００kW 

上記を受け、特定多目的ダム法第4条第４項に基づき、成瀬ダム建設事業の基本計画を変
更する予定です。 

・負担割合：建設に要する費用の負担割合の変更 

         河   川  ７９．９％ →７９．８％ 

         かんがい  １９．２％ （変更なし） 

         水   道  ０．６％ （変更なし） 

         発   電  ０．３％ → ０．４％ 



＜変更内容＞ 
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新たな技術である台形ＣＳＧダムを採用することにより、合理化施工が図られると共に、自然環境へ
の影響低減が可能となることから、ダム諸元を変更します。 
 ※写真は 

（一財）日本ダム協会 

ＨＰダム便覧から引用 

（許可は頂いています。） 

３.ダム計画の変更（案）の内容 

（2）ダム型式 

福島県 摺上川ダム 

出典：（一財）日本ダム協会 ダム便覧 

北海道 当別ダム 

写真提供：北海道空知総合振興局 

※河川管理施設等構造令第73条第4号の規定（大臣特認）による認定済み（平成28年7月26日付け） 

※大臣特認とは別に、大規模地震（Ｌ２地震動）に対するダム耐震性能照査も並行して実施済み。 
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（3）総事業費 

３.ダム計画の変更（案）の内容 

                   工事費      １３．１億円減 

                       ①ダム型式変更による工事費の減            

                       ②物価上昇等による変動               

 

                     測量設計費   １２．９億円増 

                       ①ダム型式の変更のための調査・設計費の増    

                       ②物価上昇等による変動                 

 

                     用地及補償費   ２．５億円減 

                        ①実績額の反映及び計画の見直しに伴う減   

                        ②物価上昇等による変動                       

 

                                       工事諸費等    ０．３億円減 

                                                 ①実績額の反映及び計画の見直しに伴う減   

                        ②物価上昇等による変動                 

 

                                          合計                              

                         ①ダム型式変更等による合計   

                         ②物価上昇等による変動の合計                     

 

１４４．２億円減 

１３１．１億円増 

  ８．１億円増 

  ４．８億円増 

 １６．２億円減 

 １３．７億円増 

  ２．３億円減 

  ２．０億円増 

１５４．６億円減 

１５１．６億円増 

 ３．０億円減 

ダム型式等の変更にあわせ事業費を精査した結果、現時点では総事業費(1,530億円)に変更はありません。 

 ① 現計画のロックフィルダムに対するコスト縮減及びこれまでの実績施工額の反映 

 ② ダム検証以降の消費税の増（5%→8%)及び労務費、資機材費等の物価変動の反映 

 
[ダム検証点検結果事業費からの増減額] 

当初（H13.5） 約1，530億円 

ダム検証（H25.1） 約1，533億円 

第１回変更（H26.3） 約1，530億円 

（参考）事業費の経緯 

※事業費については、今後の本体工事契約や基礎掘削の進捗・コスト縮減の実施状況等を踏まえ、変更の必要性を検討してまいります。 

※ 



項 細目 工種 

ダム検証時
点での事業
費点検結果
（H22単価） 

現時点で
の事業費
精査結果 

(H27単価) 

増減額 

「内容の変更」の 

主な増減要因
 内容 

の 

変更 

物価上昇等
の 

変動 

建 

設 

費 

1421.6 1424.3 ▲148.9 151.6 － 

工事費 
1006.3 993.1 ▲144.2 131.0 － 

ダ  ム  費 867.6 866.3 ▲121.2 119.9 
・原石山の省略による縮減 
・洪水吐きレイアウト変更による地山掘削範囲の縮小・コンクリート量減 

管理設備費 39.0 44.8 0 5.8 －  

仮 設 備 費 99.7 82.0 ▲023.0 5.3 ・原石山の省略に伴う工事用道路の縮減 

測量設計費 181.9 194.7 8.1 4.7 ・ＣＳＧ材料試験及び堤体設計の追加による増 

用地及補償費 206.6 204.2 ▲016.2 13.7 － 

用地及補償費 55.6 39.6 ▲016.2 0.2 ・国有保安林所管換の一般会計化に伴う変更 

生活再建対策費 0 0 0 0.0 － 

補償工事費 151.0 164.6 00,000 13.6 － 

船舶及機械器具費 18.1 18.9 0 0.9 － 

営繕費 ・ 宿舎費 8.8 13.4 3.4 1.2 ・施工体制確立のための庁舎移転による変更 

工事諸費 111.4 105.7 ▲5.7 - ・実績に基づく計画の見直しに伴う変更 

事業費 153,300 153,000 ▲154.6 151.6 

14 

（単位：億円） 

※  合計や増減は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

総事業費の内訳 

３.ダム計画の変更（案）の内容 
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【現計画】 

工事費 ： １３．１億円減 
  ①ダム型式変更による工事費の減       １４４．２億円減 
  ②物価上昇等による変更                            １３１．１億円増   

➀ダム型式変更による工事費の減 
  （代表例：洪水吐きレイアウト変更（堤体分離→堤体一体）によるコンクリート量減） 

   ロックフィルダム型式から台形ＣＳＧダム型式に変更したことで、洪水吐きが堤体と一体として設置可能となり、地山掘削範囲の
縮小、洪水吐きのコンクリート量が縮減可能となりました。 

【変更計画】 

堤体と一体で設置 堤体と分離して設置 

43
0

1
:
1.
0

1:0.8

1:0.6

1:1.0

1:1.0 1:0.8

EL.427.00

EL.427.00

３.ダム計画の変更（案）の内容 

（4）-1 工事費の主な増減内容（１／３） 



 台形ＣＳＧダム型式で堤体に使用する材料は、ダム建設予定地周辺で容易に得られる材料を有効活用することで、コスト縮減が
可能となります。 
 成瀬ダムにおいても、台形ＣＳＧダム型式を採用することで、原石山の省略と工事用道路の縮減によるコスト縮減を図りました。 

16 

➀ダム型式変更による工事費の減 
   （代表例：原石山の省略、工事用道路の縮減） 

【変更計画】 【現計画】 

・原石山（孤狼化）及び工事用道路の開発面積 約40ha 
 
・原石山（狐狼化）用工事用道路延長 Ｌ＝2.7km 
         ［内、補強土壁（H=7.0m）L=1.7km］ 

原石山の省略、工事用道路の縮減 

・原石山（孤狼化）及び工事用道路の開発面積 0ha（約40ha縮小） 
  
 
・延長 Ｌ＝0.0km  （不要） 
 

３.ダム計画の変更（案）の内容 

（4）-2 工事費の主な増減内容（２／３） 
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 台形ＣＳＧダムの工法は手近に得られる材料を有効に用い、粒度調整、洗浄を行うことなく簡易な設備、汎用機械で施工するため、施工の
簡略化、環境への影響低減、コスト縮減、高速施工が可能となる。 

【現計画】 【変更計画】  台形ＣＳＧ堤体盛立状況 ロックフィルダム堤体施工盛立 

 施工事例（胆沢ダム）  施工事例（金武ダム） 

・大型機械による施工 ・汎用機械での施工が可能 

３.ダム計画の変更（案）の内容 
（4）-3 工事費の主な増減内容（３／３） 

大型機械 

汎用機械 
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測量設計費 ： １２．９億円増 
  ①ダム型式変更のための調査・設計費の増            ８．１億円増                                 
  ②物価上昇等による変更                              ４．８億円増 

➀ダム型式変更のための調査・設計費の増  
   （代表例：CSG材料試験及び堤体設計の追加による増） 

  ダム型式変更のための堤体材料の試験及び台形ＣＳＧダム型式での堤体設計を追加で実施しました。 

物理試験（粒度試験） 材料混合 試験試料作製 

圧縮強度 試験試料養生 引張強度 

堤体材料試験状況 堤体設計（水理模型実験） 

水理模型 
（全景） 

水理模型実験 
実施状況 
(越流部) 

水理模型実験 
実施状況 
(下流河道) 

（4）-4 測量設計費の主な増減内容 

３.ダム計画の変更（案）の内容 
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用地及補償費 ： ２．５億円減 
  ➀実績額の反映及び計画の見直しに伴う変更        １６．２億円減      
  ②物価上昇等による変更                             １３．７億円増 

➀実績額の反映及び計画の見直しに伴う変更  
   （代表例：国有保安林所管換の一般会計化に伴う変更） 

  平成25年度より国有保安林が一般会計化されたことに伴い、現計画で予定していた国有保安林（123ha）の所管換に要する費用
が不要となりました。 

無償化（A=123ha） 

（4）-5 用地及び補償費の主な増減内容 

３.ダム計画の変更（案）の内容 

今後の所管換予定地 
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         労務単価   100.00 00098.40 00099.70 00118.60 00128.00 00136.40 

   労務(測)単価 0100.0 0100.1 0098.9 0099.2 0104.4 0109.0 

   資材費 0100.0 0101.1 0100.9 0101.5 0103.9 0101.2 

   機械経費 0100.0 0100.0 0101.0 0101.0 0104.5 0103.6 

ダム検証時は、H22の物価を用いて事業費を点検しました。 

今回、ダム検証時点以降の物価上昇を考慮して、現時点での事業費を精査しました。 

単
価

上
昇

率
（H

2
2

=
1

0
0
） 

３.ダム計画の変更（案）の内容 

（4）-6 物価上昇等による増減内容（物価変動） 

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

130.0

135.0

140.0

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 

労務単価 

労務（測）単価 

資材費 

機械経費 

単価 

採用年 

事業費 

（億円） 

現計画 Ｈ１１Ｐ １，５３０ 

ダム検証時点での
事業費点検結果 

Ｈ２２Ｐ １，５３３ 

今回（現時点での
事業費精査結果） 

Ｈ２７Ｐ １，５３０ 

（参考） 
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消費税率の変遷 

平成26年4月 

8％ 

平成9年4月 

5％ 

ダム検証で事業費を点検した時点では、消費税率5％でした。 
ダム検証時以降、平成26年4月に消費税率が8％に変更されたのを受けて、現時点での精査事業費に反映しました。 

平成元年 平成２８年～ 

０％ 

５％ 

１０％ 

１５％ 

平成８年 平成１３年 平成１８年 平成２３年 

３.ダム計画の変更（案）の内容 

（4）-7 物価上昇等による増減内容（消費税） 

(消費税率) 

ダム検証時に見込ん
でいる消費税率 

ダム検証時以降に 

増加した消費税率 

平成元年4月 

3％ 



現行（ダム検証） 変更 

工 期 昭和58年度から平成36年度までの予定 （現行計画どおり） 

①：台形CSGダム型式の検討期間 

②：台形CSGダム型式とすることにより、堤体積の縮小・堤体施工の効率化が可能となり、堤体工施工期間を短縮 22 

３.ダム計画の変更（案）の内容 

（5） 工期 

工程を精査した結果、工期に変更は生じません。 

転流工

工事用道路・
地山対策工事等

本体工事等
（基礎掘削・堤体

工等）

試験湛水等

H24年度別 H23 H36H26 H27 H28 H29H25 H30 H31 H34 H35H32 H33H21 H22

：現行工程（ダム検証） ：変更計画工程

① 

基礎掘削 

基礎掘削 

堤体工等 

堤体工等 ② 頂部 

掘削 



＜費用対効果分析＞ 

○評価基準年次：平成28年度 
○総便益（B)：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期待額を割引率を用いて現

在価値化したもの、及び流水の正常な機能の維持に必要な容量を確保するため、単独で代替ダムを建設すると想定した場合の費用を「不特定容量身替り建設費」として算定したものの総和 
       ・残存価値：将来において施設が有している価値 
○総費用（C)：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費を河川分のアロケーション率及び割引率を

用いて現在価値化したものの総和 
       ・建設費：成瀬ダム建設に要する費用（残事業は、H29年度以降） 
        ※実施済の建設費は実績費用を計上 
       ・維持管理費：成瀬ダムの維持管理に要する費用 
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%とする 
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（1）今回（H28年度）と前回（H24年度ダム検証時点）の比較 

４．費用対効果分析（費用便益比） 

項 目 

ダム事業の検証に係わる検討
（H24年度） 

今回評価（H28年度） 

全体事業 
（S58～H36） 

残事業 
（H25～H36） 

全体事業 
（S58～H36） 

残事業 
（H29～H36） 

現在価値化 現在価値化 

Ｃ 
費 
用 

建設費 ① 1,053億円 740億円 1,164億円 669億円 

維持管理費 ② 53億円 53億円 54億円 54億円 

総費用 ③=①+② 1,106億円 793億円 1,218億円 723億円 

Ｂ 
便
益 

便益 ④ 1,365億円 1,114億円 1,561億円 1,155億円 

残存価値 ⑤ 35億円 31億円 44億円 32億円 

総便益 ⑥=④+⑤ 1,400億円 1,145億円 1,605億円 1,187億円 

費用便益比（CBR） Ｂ／Ｃ 1.3 1.4 1.3 1.6 

純現在価値（NPV） Ｂ－Ｃ 294億円 352億円 387億円 465億円 

経済的内部収益率（EIRR） 8.3% － 8.6% 23.7% 

便益算定の計算条件 ・評価時点：平成24年度 
・評価期間：整備期間＋50年間 
・河道：平成19年度河道 
・資産データ 
 平成17年度国勢調査 
 平成18年度事業メッシュ統計 等 
・単価：平成22年度評価額 
・消費税込みで算出 

・評価時点：平成28年度 
・評価期間：整備期間＋50年間 
・河道：平成27年度河道 
・資産データ 
 平成22年度国勢調査 
 平成21年度経済センサス等 
・単価：平成27年度評価額 
・消費税抜きで算出 



「成瀬ダム建設事
業」が完了すること
による効果 

基本方針規模の洪水における人的被害 

※事業実施後の評価は、「成瀬ダム建設事業」が完了することによる効果 

※災害時要援
護者数は65歳
以上とした。 

成瀬ダム 

※最新の計算結果に差し替え済み 

約15,200人 約14,700人
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災害時要援護者人口

約500人

被害軽減

約44,700人 約43,000人
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浸水区域内人口

約1,700人

被害軽減

「最大孤立者数」の考え方 
氾濫による発生する孤立者数の最大数を推定する。 
・避難が困難となる浸水深の閾値は通常50cm、災害時要援護者は30cmと設定した。 

最大孤立者数 

ダム整備後
項目 被害

浸水面積 約10,500ha
流域内人口 約43,000

災害時要援護者 約14,700

事業実施後（現況施設3ダム+成瀬ダム） 
 4ダム（皆瀬ダム,玉川ダム,鎧畑ダム,成瀬ダム） 

※「水害の被害指標分析の手引き（H25試行版）」に沿って実施したもの 

成瀬ダム 

事業実施前（現況施設3ダム）  
現況3ダム：皆瀬ダム、玉川ダム、鎧畑ダム 

４．費用対効果分析（貨幣換算が困難な効果等による評価） 
（２）事業実施の投資効果による評価※（貨幣換算が困難な効果等による評価） 

 ・ 基本方針規模の洪水が発生した場合、成瀬ダムの完成により浸水面積は約300ha軽減されます。 
 ・ 浸水範囲の最大孤立者数は成瀬ダムの完成により、避難率40％で約970人の軽減が期待されます。 
 ・ ライフラインの停止による波及被害人口は、成瀬ダムの完成により、電力の停止で約1,750人、ガスの停止で約1,140人、上水

道の停止で約970人、通信の停止で約1,800人の軽減が期待されます。 
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項目 被害
浸水面積 約10,800ha

最大孤立者数
(避難率40%)

約22,750人

電力の停止 約29,000人
ガスの停止 約14,820人

上水道の停止 約47,190人
下水道の停止 約56,230人
通信の停止 約29,120人

ダム整備前
項目 被害

浸水面積 約10,500ha
最大孤立者数
(避難率40%)

約21,780人

電力の停止 約27,250人
ガスの停止 約13,680人

上水道の停止 約46,220人
下水道の停止 約56,230人
通信の停止 約27,320人

ダム整備後
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５.事業の進捗状況 

（1）事業の進捗状況 

平成28年3月末現在 

ダム本体及び 
  関連工事 

用地取得 

（307ha） 

家屋移転 

（11戸） 
100%（11戸） 

約46%（142ha） 

道路 

（10.0km） 

基礎掘削 堤体打設 試験湛水 
仮排水トンネル 
（H24.8完成） 

残：国有林等（165ha） 

※1：供用区間延長比 

工事用道路 

付替国道 

付替林道 

補償基準他 H15.3 東成瀬村（村有林）用地買収に関する覚書締結 

（5.3km） 

（4.7km） 

約60%（3.2㎞）※1 

約32%（3.2㎞）※1 

残2.1㎞ 

残4.7㎞ 

残6.8㎞ 



５.事業の進捗状況 

（2）事業の進捗状況 

一次供用区間 

ダム工事により通行できなくなる区間の付替工事 

上段トンネル 下段トンネル 

仮排水トンネル 

H24.5.24撮影 

【平成24年8月完成】 

凡例 

： 完成施設 

： 施工中 

： 未着手 

H27.10.16撮影 国道付替３４２号 Ｌ≒５．３ｋｍ 

一次供用区間  Ｌ≒３．２ｋｍ(H24.4供用開始) 二次供用区間  Ｌ≒２．１ｋｍ 

  道路改良 

Ｌ＝１，３００ｍ 

（夢仙人トンネル） 

 １号トンネル 

 Ｌ＝１，５４３ｍ 

（夢仙人大橋） 

  １号橋 

 Ｌ＝３４２ｍ 
２号トンネル（H28.4着工） 

    Ｌ＝１，８００ｍ 

  （H24.4供用開始) 

上流迂回路（一次供用区間） 

   Ｌ＝１，０３０ｍ 

合 
ノ 
又
沢 

赤 川 

至 一関市 

至 横手市 

国道３４２号 

成瀬川 
成瀬ダム 

（H24完成) 

 転流工 

（４径間PCラーメン橋） 

二次供用区間 

ダムの湛水により通行できなくなる区間 

の付替工事（試験湛水開始までに供用） 

H24.7.23 撮影 

【平成24年3月完成】 

夢仙人トンネル 

H24.5.24 撮影 

H24.5.24 撮影 

夢仙人大橋 

 【平成23年12月完成】 
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（H28年度） 



高標高部掘削 

Ｒ５，Ｒ６押え盛土 

27 

５.事業の進捗状況 

●堤体掘削残土や資材運搬及び地すべり（R5,R6）対策の押え盛土材を運搬するための工事用道路 

 の建設を推進します。 

  ・延長 約5,200m（主要道路部） 

  ・H27年度まで 1,250m完成 

  ・今年度 1,000m （切土6万m3、盛土2万m3）。進入路工860m 

工事用道路 

工事用道路 

進入路工 
H28.11.7 撮影 

凡例
： 完成施設

： 施工中

： 未着手

（3）事業の進捗状況 

（H28年度） 



28 

５.事業の進捗状況 

（4）事業の進捗状況 

夢仙人トンネル 

上段トンネル 
下段トンネル 

夢仙人大橋（４径間PCラーメン橋） 

H24.5.24撮影 H24.7.23撮影 H24.5.24撮影 

H27.11.13撮影 

【平成23年12月 完成】 【平成24年3月 完成】 【平成24年8月 完成】 

仮排水トンネル 

国道付替2号トンネル（施工状況） 
工事用道路（施工状況） 

H28.11.1撮影 
H28.11.1 撮影 
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29 
６．地域の協力体制 

 

・秋田県知事及び秋田県議会により、成瀬ダム建設事業の促進と河川・砂防事業による地域の安全・
安心の確保について、要望活動が行われています。 

 

・成瀬ダム建設促進期成同盟会（湯沢市、横手市、大仙市、東成瀬村、関係土地改良区）により、成瀬
ダム建設事業の推進を求めて、毎年要望活動が行われています。 

 

・東成瀬村・東成瀬村議会中央要望会（東成瀬村）により、成瀬ダム建設事業の促進を求めて、毎年要
望活動が行われています。 

（1）地域との協力関係（要望等） 
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６．地域の協力体制 

 ・ 「わくわくお天気教室」は、東成瀬村、湯沢市、横手市の小学生児童が交流するイベントであり、ダム上下流の地域間交流の 
  一環として、として企画されています。 
 ・ 成瀬川源流の魅力と成瀬ダムによる地域活性化を共に考える「東成瀬源流シンポジウム2016」を、平成28年11月3日に東成 
  瀬地域交流センター「ゆるるん」にて開催しました。 

10/12本局指摘 
・p23とp24のページ
順序変更 

わくわくお天気教室（平成28年7月28日） 

東成瀬源流シンポジウムの開催状況 
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（2）地域との協力関係（ダム水源地と受益地との上下流交流等） 

主催：お天気教室実行委員会（横手市、湯沢市、東成瀬村、 
    ＮＰＯ法人 気象キャスターネットワーク、 
    国土交通省 湯沢河川国道事務所・成瀬ダム工事事務所） 

主催：東成瀬源流シンポジウム実行委員会（横手市、東成瀬村、 
    特定非営利活動法人 水・防災機構、国土交通省 成瀬ダム工事事務所） 



７．対応方針（原案） 

 成瀬ダム建設事業の必要性・重要性に変化はなく、事業の投資効果も確保されていることから、
事業を継続します。 

１）事業を巡る社会情勢等の変化 
 
 
 
 
 
 
 
２）事業の投資効果  
 
 
 

①事業の必要性に関する視点（事業の投資効果） 

 
 
 
 
 

②事業の進捗の見込みの視点 

・ 平成20年度より、「成瀬ダムマネジメント委員会」を設置し、コスト縮減の達成状況等について有識者より意見を頂きながら事業費等の管理を進めています。 
・ 平成24年度に実施した成瀬ダムの検証に係わる検討において、「ダム事業の検証に係わる検討に関する再評価実施要領細目」に基づきダム案（成瀬ダム）と
成瀬ダム以外の代替案を複数の評価軸ごとに評価し、総合的な評価の結果としては、ダム案（成瀬ダム）が優位と評価している。 

③コスト縮減の視点や代替案立案等の可能性の視点 
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平成２８年度評価時 B/C B（億円） C（億円） ＥＩＲＲ（％）

成瀬ダム建設事業 1.3 1,605 1,218 8.6

・ 成瀬ダム建設事業は、平成24年8月に仮排水トンネルが完成し、現在は付替道路及び工事用道路等の関連工事を実施。 
    今後、ダム本体工事に着手し、平成36年度に完了する見込みです。 

・ 雄物川流域では、昭和22年7月、昭和47年7月、昭和62年8月洪水等により甚大な被害が発生しています。近年においても、平成14年8月、平成19年9月、平成 
    23年6月洪水により床上浸水等の被害が発生しています。 
・ 雄物川流域における主な渇水は、深刻な被害をもたらした昭和48年をはじめ平成27年までの43年間に14回の渇水が発生しています。平成6年の渇水時には、 
   上流の横手市や湯沢市で上水道の減圧供給や時間給水を実施。地域の基幹産業である農業では3年に1回の頻度で発生する渇水により、地下水取水や番 
    水等が必要となり営農活動に著しい影響を受けています。 


